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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第108期
第３四半期
連結累計期間

第108期
第３四半期
連結会計期間

第107期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成20年
　　10月１日
至　平成20年
　　12月31日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

営業収益 (千円) 32,153,23710,436,07140,295,647

経常利益 (千円) 952,083 226,4381,687,337

四半期(当期)純利益 (千円) 509,716 108,3691,330,875

純資産額 (千円) ― 12,559,08012,814,214

総資産額 (千円) ― 38,552,09637,532,458

１株当たり純資産額 (円) ― 429.95 439.25

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 17.64 3.75 46.07

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 17.60 3.74 45.94

自己資本比率 (％) ― 32.2 33.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 44,327 ― 2,389,039

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,370,486 ― △2,102,845

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 848,485 ― △115,882

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 1,965,2262,448,765

従業員数 (人) ― 707 665

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等推移については記載しておりま

せん。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容の重要な変更は以下のとおりです。

(1) 事業内容の重要な変更(事業区分の変更)

当第３四半期連結会計期間において、事業内容の重要な変更はありません。

　

(2) 主要な関係会社の異動

(物流事業)

当第３四半期連結会計期間において、物流関連会社である関東エアーカーゴ株式会社、関東エアーサー

ビス株式会社及び関東トラック株式会社の全株式を取得し、関係会社（非連結子会社）となりました。

　

３ 【関係会社の状況】

(1) 親会社

当第３四半期連結会計期間において、親会社の異動はありません。

　

(2) 連結子会社

当第３四半期連結会計期間において、連結子会社の異動はありません。

　

(3) 非連結子会社

当第３四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに非連結子会社となりました。

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有割合(％)

関係内容

関東エアー
カーゴ株式会社

さいたま市
見沼区

30,000
貨物自動車
運送業

100.0

埼玉県、群馬県及び栃木県
を拠点とし、小口貨物集
荷、配送業務を行ってお
り、当社の物流事業と提携
しております。
また、当社が資金援助をし
ております。
役員の兼任　４名
(内当社従業員　３名)

関東エアー
サービス株式会社

さいたま市
大宮区

15,000
航空貨物の通
関・輸出入貨
物仲介業

100.0

国際航空貨物の通関、輸出
入貨物仲介及び損害保険
代理店業務を行っており、
当社の物流事業と提携し
ております。
また、当社が資金援助をし
ております。
役員の兼任　２名
(内当社従業員　１名)

関東トラック
株式会社

さいたま市
北区

10,000
貨物自動車
運送業

100.0

関東、関西間におけるト
ラック幹線輸送業務
を行っており、当社の物流
事業と提携しております。
また、当社が資金援助をし
ております。
役員の兼任　２名
(内当社従業員　２名)

　

(4) 持分法適用関連会社

当第３四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社の異動はありません。

　

(5) その他の関係会社

該当事項はありません。
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４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人)
707
(76)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(人)
582
(63)

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均雇用人員であります。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループ（当社及び連結子会社）は主に、総合物流事業を営んでいるため、生産実績は記載してお

りません。

　

(2) 受注実績

当社グループ（当社及び連結子会社）の業務形態は物流事業、海運事業、不動産事業と多岐にわたって

おり、受注が各事業にまたがる特質を有し、且つ、流動的であるため、受注状況を画一的に表示することは

困難であります。

よって、受注実績は記載しておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 金額(千円)

物流事業 7,252,031

海運事業 3,051,257

不動産事業 132,782

合計 10,436,071

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

金額(千円) 割合(％)

太平洋セメント㈱ 2,821,295 27.0

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融危機が

世界の金融システムや為替市場を大きな混乱へ巻き込み、その影響が下半期以降に実体経済へ波及し、原

油価格等の下落にもかかわらず個人消費は伸び悩み、企業業績の急激な悪化による雇用不安が社会的問

題となるなど、景気の急速な低迷が顕著となりました。

物流業界におきましては、アジアをはじめロシア向けの荷動きは概ね堅調に推移しましたが、国内貨物

については、改正建築基準法の影響により低迷した建築資材の荷動きが回復の兆しを見せず、燃料費の高

止まりは緩和されたものの、依然として厳しい経営環境が続きました。

このような環境の下、当社グループは、平成23年3月期を最終年度とする「10中期経営計画」に基づき、

国内物流事業の強化・拡大、国際物流事業の拡大、環境事業の拡大、グループ経営の強化、経営戦略を実現

させる人事政策、ＣＳＲ取組の強化を重点施策として目標達成に向けて取り組みました。

この結果、当第３四半期連結会計期間の営業収益は104億3千6百万円、営業利益は3億1千3百万円、経常

利益は2億2千6百万円、四半期純利益は1億8百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　

①　物流事業

物流事業におきましては、国際貨物について、中国・東南アジアとの貿易が概ね順調に推移し、海上

コンテナの取扱量が増加したほか、国際複合一貫輸送においてロシア・ＣＩＳ地域向けのパイプ・建

設機械輸送の取扱が順調に推移いたしました。

国内貨物においては、産業廃棄物及びフェリー関連の輸送量は増加したものの、改正建築基準法の影

響が払拭されず、セメント及びセメント製品並びに各種建材関連の輸送量が減少しました。

これらの結果、物流事業全体の営業収益は72億5千2百万円となり、営業利益は4億5千8百万円となり

ました。

②　海運事業

海運事業におきましては、内航セメント船の定期用船収入は増加したものの、外航貨物船による砂・

砂利や産業廃棄物の取扱量が減少しました。

これらの結果、海運事業全体の営業収益は30億5千1百万円となり、営業利益は8千8百万円となりまし

た。

③　不動産事業

不動産事業におきましては、賃貸ビルのテナント異動等に伴って減収となりました。

この結果、営業収益は1億3千2百万円となり、営業利益は9千5百万円となりました。

　

上記事業の種類別セグメントの営業利益はセグメント間取引消去前の金額で記載しております。なお、

上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 財政状態の分析

資産合計は、前連結会計年度末に比べ10億1千9百万円増加の385億5千2百万円（2.7％増）となりまし

た。主な要因は、受取手形及び営業未収入金が12億4千5百万円増加したほか、リース取引に関する会計基

準の適用によりリース資産を有形固定資産に2億5千万円、無形固定資産に3千5百万円計上したものの、陸

運会社買収等により現金及び預金が4億8千3百万円減少したこと等によります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ12億7千4百万円増加の259億9千3百万円（5.2％増）となりまし

た。主な要因は、長期借入金が27億5千7百万円増加したものの、短期借入金が9億5千1百万円、１年内償還

予定の社債が5億円減少したこと等によります。

純資産合計は、前連結会計年度に比べ2億5千5百万円減少の125億5千9百万円（2.0％減）となりまし

た。主な要因は、配当金の支払い3億4千6百万円、四半期純利益の増加5億9百万円により利益剰余金が1億6

千2百万円増加し、少数株主持分が1千3百万円増加したものの、その他有価証券評価差額金が3億9千9百万

円減少し、為替換算調整勘定が3千1百万円減少したこと等によります。

以上により、自己資本比率は32.2％と前連結会計年度に比べて1.6ポイントの減少となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末の連結キャッシュ・フローは、8億8千5百万円減少し、現金及び現金同等

物の当第３四半期連結会計期間末残高は19億6千5百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純

利益2億2千万円の計上に対し、売上債権の増加6億5千1百万円及び法人税等の支払額4億4百万円等によ

り、7億9千7百万円の減少となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の取得に

よる支出6億6千9百万円、貸付金による支出4億4千4百万円、有形固定資産の取得による支出9千1百万円

に対し、貸付金回収による収入2億9千7百万円等により、9億1千3百万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金31億円及び

短期借入金18億5千万円を調達した一方、長期借入金3億5千7百万円及び短期借入金35億4千3百万円の

返済に加え、配当金の支払額1億7千3百万円等により、8億6千2百万円の増加となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の事業上及び財務上の対

処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 96,000,000

計 96,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,910,00028,910,000
東京証券取引所
（市場第一部）

１単元の株式数は100株であ
ります。

計 28,910,00028,910,000― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　

当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行し

ております。

株主総会の特別決議日（平成16年６月30日）

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数（個） 116　（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ─

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

１単元の株式数は100株であります。

新株予約権の目的となる株式の数（株） 116,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり150　（注）２

新株予約権の行使期間
　平成18年７月１日～
平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　150
資本組入額　 75

新株予約権の行使の条件

　新株予約権の行使は、当社普通株式にかかる株券が日
本国内の証券取引所に上場されるまで、行使することが
できないこととする。

　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時におい
て、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従
業員の何れかの地位を保有している者とする。ただし、
当社または当社の子会社の従業員の定年、または会社都
合による退職など正当な理由ある場合、および退任する
当社または当社の子会社の取締役、または監査役に正当
な理由ある場合には、この限りではないものとする。

　新株予約権者が新株予約権の行使期間中に死亡した場
合、相続人が新株予約権者の死亡の日より６ヶ月以内
（権利行使期間中に限る）に限り、その権利を行使でき
るものとする。
　その他の条件については、新株予約権発行の取締役会
決議に基づき、割当対象者との間で締結する「新株予約
権割当契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要す
るものとする。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株であります。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式合併を行う場合は、分割または合併の比率に応じ次の算式により調

整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分（新株予約権の行使による場合を除く）が

行われる場合、次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものと

する。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ─ 28,910 ─ 2,294,010 ─ 1,504,890

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 　　　10,300

―
１単元の株式数は100株であり
ます。

完全議決権株式(その他) 普通株式 　28,898,400 288,984 同　上

単元未満株式 普通株式      　1,300― ─

発行済株式総数 28,910,000― ―

総株主の議決権 ― 288,984 ―

(注)　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、「議決

権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式74株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東　海運株式会社

東京都中央区日本橋浜町
三丁目３番２号

10,300 ─ 10,300 0.04

計 ― 10,300 ─ 10,300 0.04

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年　
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 321 335 339 330 335 346 336 305 290

最低(円) 300 309 310 299 300 313 273 268 271

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(1) 新任役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

常務取締役
経営企画部長

常務取締役
 

松　田　　俊　秀 平成20年12月19日

非常勤取締役
 

取締役
経営企画部長

松　山　　栄　記 平成20年12月19日

　

(注)　当社では執行役員制度を導入しております。前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書

提出日までの執行役員の異動は、次のとおりであります。

　

(1) 新任執行役員

該当事項はありません。

　

(2) 退任執行役員

該当事項はありません。

　

(3) 役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

執行役員
中部事業部長

執行役員
フェリー事業部長

築　山　　啓　一 平成20年８月１日

執行役員
東京陸運事業部長

執行役員
中部事業部長

増　井　　公　文 平成20年８月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,195,226 2,678,765

受取手形及び営業未収入金 ※２
 7,465,772 6,219,791

その他 1,214,035 1,523,432

貸倒引当金 △20,052 △10,919

流動資産合計 10,854,982 10,411,069

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,278,962 7,229,663

機械装置及び運搬具（純額） 168,303 194,981

船舶（純額） 2,836,656 3,092,541

土地 11,312,018 11,105,932

その他（純額） 302,307 53,484

有形固定資産合計 ※１
 21,898,248

※１
 21,676,603

無形固定資産

のれん 62 179

その他 1,423,186 1,404,068

無形固定資産合計 1,423,248 1,404,248

投資その他の資産

投資有価証券 3,456,123 3,487,389

その他 992,931 609,772

貸倒引当金 △73,439 △56,624

投資その他の資産合計 4,375,616 4,040,537

固定資産合計 27,697,113 27,121,389

資産合計 38,552,096 37,532,458
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 4,736,664 4,695,344

短期借入金 5,873,455 6,824,610

1年内償還予定の社債 100,000 600,000

未払法人税等 159,028 419,269

賞与引当金 185,085 306,831

その他 2,301,107 1,689,730

流動負債合計 13,355,341 14,535,785

固定負債

社債 100,000 150,000

長期借入金 7,819,294 5,061,322

退職給付引当金 1,870,210 2,042,555

役員退職慰労引当金 25,544 116,672

特別修繕引当金 165,565 118,015

負ののれん 1,005 4,022

その他 2,656,053 2,689,871

固定負債合計 12,637,674 10,182,459

負債合計 25,993,016 24,718,244

純資産の部

株主資本

資本金 2,294,010 2,294,010

資本剰余金 1,505,049 1,505,053

利益剰余金 8,446,397 8,283,476

自己株式 △4,156 △4,163

株主資本合計 12,241,301 12,078,376

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 207,379 607,230

為替換算調整勘定 △23,167 8,501

評価・換算差額等合計 184,211 615,732

少数株主持分 133,567 120,105

純資産合計 12,559,080 12,814,214

負債純資産合計 38,552,096 37,532,458
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業収益 32,153,237

営業費用 29,186,220

営業総利益 2,967,017

販売費及び一般管理費

従業員給料 783,059

賞与引当金繰入額 66,841

退職給付費用 47,714

役員退職慰労引当金繰入額 12,813

福利厚生費 164,518

貸倒引当金繰入額 33,236

減価償却費 36,837

その他 744,143

販売費及び一般管理費合計 1,889,164

営業利益 1,077,853

営業外収益

受取利息 10,368

受取配当金 50,155

負ののれん償却額 3,016

持分法による投資利益 13,198

その他 56,982

営業外収益合計 133,721

営業外費用

支払利息 177,055

その他 82,435

営業外費用合計 259,490

経常利益 952,083

特別利益

固定資産売却益 12,275

特別利益合計 12,275

特別損失

固定資産処分損 2,391

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 1,990

投資有価証券評価損 4,313

ゴルフ会員権評価損 3,270

環境対策費 9,776

その他 ※１
 35,204

特別損失合計 56,945

税金等調整前四半期純利益 907,414

法人税等 384,011

少数株主利益 13,686

四半期純利益 509,716
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

営業収益 10,436,071

営業費用 9,478,289

営業総利益 957,781

販売費及び一般管理費

従業員給料 220,298

賞与引当金繰入額 66,841

退職給付費用 13,932

役員退職慰労引当金繰入額 1,139

福利厚生費 54,661

貸倒引当金繰入額 32,842

減価償却費 12,481

その他 242,443

販売費及び一般管理費合計 644,641

営業利益 313,140

営業外収益

受取利息 1,367

受取配当金 17,105

負ののれん償却額 1,005

持分法による投資利益 10,579

受取保険金 12,000

その他 17,242

営業外収益合計 59,299

営業外費用

支払利息 59,359

為替差損 57,306

その他 29,335

営業外費用合計 146,002

経常利益 226,438

特別利益

固定資産売却益 1,878

特別利益合計 1,878

特別損失

固定資産処分損 352

投資有価証券評価損 1,180

その他 ※１
 6,693

特別損失合計 8,226

税金等調整前四半期純利益 220,090

法人税等 110,867

少数株主利益 852

四半期純利益 108,369
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 907,414

減価償却費 847,129

退職給付引当金の増減額（△は減少） △172,344

その他の引当金の増減額（△は減少） △145,685

受取利息及び受取配当金 △60,523

支払利息 177,055

為替差損益（△は益） △2,579

持分法による投資損益（△は益） △13,198

固定資産売却損益（△は益） △9,883

投資有価証券評価損益（△は益） 4,313

ゴルフ会員権評価損 3,270

売上債権の増減額（△は増加） △1,245,981

仕入債務の増減額（△は減少） 41,320

その他 607,057

小計 937,363

利息及び配当金の受取額 67,273

利息の支払額 △172,508

法人税等の支払額 △787,801

営業活動によるキャッシュ・フロー 44,327

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △230,000

定期預金の払戻による収入 230,000

有形固定資産の取得による支出 △971,854

有形固定資産の売却による収入 528,887

無形固定資産の取得による支出 △51,745

投資有価証券の取得による支出 △678,556

貸付けによる支出 △500,253

貸付金の回収による収入 328,684

その他 △25,648

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,370,486
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（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △4,593,000

短期借入れによる収入 3,102,000

長期借入金の返済による支出 △1,002,182

長期借入れによる収入 4,300,000

社債の償還による支出 △550,000

自己株式の取得による支出 △8

自己株式の売却による収入 12

配当金の支払額 △346,795

その他 △61,540

財務活動によるキャッシュ・フロー 848,485

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,864

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △483,538

現金及び現金同等物の期首残高 2,448,765

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 1,965,226

EDINET提出書類

東海運株式会社(E04329)

四半期報告書

20/34



【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

１　持分法の適用に関する事項の変更

(1)　非連結子会社

該当事項はありません。

(2)　関連会社

第１四半期連結会計期間から、重要性が増したTANDEM HOLDING (HK) LTD.を持分法の適用の範囲に含

めております。

２　会計方針の変更

(1)　棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準については、原価法から原価法（収益性の低下に

よる簿価切下げの方法）に変更しております。なお、これにより、営業総利益、営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。

(2)　リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月

30日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　

平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適用指針第16号）を第１四半期連結会計

期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更し、リース資産として計

上しております。

また、リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方

法によっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。

この結果、従来の方法によった場合と比べて、当第３四半期連結累計期間のリース資産が有形固定資

産に250,990千円及び無形固定資産に35,131千円計上されております。なお、これにより、営業総利益、営

業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方

法によっております。

 

　　　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を

含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効

果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算してお

ります。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示し

ております。

 

　

【追加情報】

　

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

有形固定資産の耐用年数の変更

当社の機械装置については、従来、耐用年数を７～

17年としておりましたが、第１四半期連結会計期間よ

り10～17年に変更しました。

この変更は、法人税法の改正を契機とし見直しを行

い、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産のう

ち機械装置について耐用年数を変更したものであり

ます。なお、これにより、営業総利益、営業利益、経常利

益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１ ※１　有形固定資産の減価償却累計額は、21,536,111

千円であります。
１ ※１　有形固定資産の減価償却累計額は、20,806,670

千円であります。

２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に

対して、次のとおり保証を行っております。

㈱ワールド流通センター 916,600千円

夢洲コンテナターミナル㈱ 64,687千円

計 981,287千円

 

２ 保証債務

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり保証を行っております。

㈱ワールド流通センター 997,000千円

計 997,000千円

 

３ ※２　四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形が、四半期連結会計期間末残高に含まれておりま

す。

受取手形 79,096千円

 

──────────
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(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　※１　特別損失のその他は、事業改善に伴う資産移設

費用28,510千円及び労働条件見直しに伴う過

年度人件費6,693千円であります。

 

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　※１　特別損失のその他は、労働条件見直しに伴う過

年度人件費6,693千円であります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年12月31日)

１　※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 2,195,226千円

預入期間が３か月超の定期預金 △ 230,000千円

現金及び現金同等物 1,965,226千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 28,910,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 10,374

　

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月26日
定時株主総会

普通株式 173,397 6.00平成20年３月31日 平成20年６月27日 利益剰余金

平成20年11月19日
取締役会

普通株式 173,397 6.00平成20年９月30日 平成20年12月８日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

既存分のリース取引で所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法

に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末

に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。

　

(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変

動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　
物流事業
(千円)

海運事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

7,252,0313,051,257132,78210,436,071 ― 10,436,071

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

5,224 ─ 10,104 15,328(15,328) ―

計 7,257,2563,051,257142,88610,451,400(15,328)10,436,071

営業利益 458,25988,483 95,398642,141(329,000)313,140

(注) １　事業区分は、サービス（役務）の種類、原料・製品の輸送及び保管方法等により下記の事業区分にしておりま

す。

２　各区分の主な役務の内容

物流事業

 

役務の内容

 

鉄鋼・硝子・タイヤ等の港湾運送作業、倉庫作業、通関業務等、鉄

鋼・建材・セメント・タイヤ等の陸上貨物運送及び工場構内に

おける建材・硝子等の運搬作業等

海運事業 役務の内容 主としてセメント及び原料等の海上貨物輸送

不動産事業 役務の内容 不動産の賃貸、管理業務等

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
物流事業
(千円)

海運事業
(千円)

不動産事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

22,728,8009,041,071383,36532,153,237 ― 32,153,237

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

20,074 ─ 30,312 50,386(50,386) ―

計 22,748,8749,041,071413,67832,203,624(50,386)32,153,237

営業利益 1,481,853304,276268,4212,054,551(976,698)1,077,853

(注) １　事業区分は、サービス（役務）の種類、原料・製品の輸送及び保管方法等により下記の事業区分にしておりま

す。

２　各区分の主な役務の内容

物流事業

 

役務の内容

 

鉄鋼・硝子・タイヤ等の港湾運送作業、倉庫作業、通関業務等、鉄

鋼・建材・セメント・タイヤ等の陸上貨物運送及び工場構内に

おける建材・硝子等の運搬作業等

海運事業 役務の内容 主としてセメント及び原料等の海上貨物輸送

不動産事業 役務の内容 不動産の賃貸、管理業務等
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【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が、90％を超えるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

１株当たり純資産額 429.95円 １株当たり純資産額 439.25円

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 17.64円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

17.60円

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 509,716

普通株式に係る四半期純利益(千円) 509,716

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,899

四半期純利益調整額(千円) ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数(千株)

59

普通株式増加数(千株) 59

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 3.75円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益
金額

3.74円

(注)　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 108,369

普通株式に係る四半期純利益(千円) 108,369

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 28,899

四半期純利益調整額(千円) ─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算
定に用いられた普通株式増加数(千株)

59

普通株式増加数(千株) 59

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

平成20年11月19日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ)中間配当による配当金の総額   　　　　　　　　173,397千円

(ロ)１株当たりの金額　         　　　　　 　　　　　　　６円　

(ハ)支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　平成20年12月８日　

(注)平成20年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払

いを行っております。　
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月６日

東海運株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　大　　杉　　秀　　雄　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　橋　　久 仁 子　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　清　　水　　芳　　彦　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海

運株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成

20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月

31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連

結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海運株式会社及び連結子会社の平成20年12

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営

成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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